
（単位：円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 348,164

①生活インフラ・国土保全 459,130 (2) 長期未払金

②教育 251,982 ①物件の購入等

③福祉 55,313 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 44,255 ③その他

⑤産業振興 11,993 長期未払金計 0

⑥消防 1,714 (3) 退職手当引当金 53,589

⑦総務 94,135 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 918,523 固定負債合計 401,755

(2) 売却可能資産 33

公共資産合計 918,556 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 35,516

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 22,156 (4) 翌年度支払予定退職手当 6,135

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 4,624

投資及び出資金計 22,156 流動負債合計 46,275

(2) 貸付金 700

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 448,029

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 11,477

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 244,739

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 11,477 ２　公共資産等整備一般財源等 1,058,907

(4) 長期延滞債権 9,955

(5) 回収不能見込額 △ 3,132 ３　その他一般財源等 △ 272,294

投資等合計 41,156

４　資産評価差額 △ 474,367

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 556,985

①財政調整基金 24,160

②減債基金 958

③歳計現金 18,517

現金預金計 43,635

(2) 未収金

①地方税 1,723

②その他 458

③回収不能見込額 △ 514

未収金計 1,666

流動資産合計 45,301

資　　産　　合　　計 1,005,014 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,005,014

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち212,890円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 661,584 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 383,680 千円 383,680 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 205,724 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 12,454 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 59,725 千円 59,725 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 496,252 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 32,087 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 81,776 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 382,389 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 165,332 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は442,186円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は825,999円です。
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市民一人当たりの貸借対照表
(平成27年3月31日現在)
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【契約債務・
偶発債務】

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】
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205,724
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12,454
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40,443

0

0



市民一人当たりの行政コスト計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 70,681 21.8% 6,516 17,817 18,399 5,707 2,821 275 15,397 3,747 0

（２）退職手当引当金繰入等 9,909 3.1% 931 2,555 2,861 862 336 0 2,251 113 0

１ （３）賞与引当金繰入額 4,624 1.4% 403 1,140 1,230 373 180 18 1,029 250 0

小　　計 85,213 26.3% 7,850 21,513 22,490 6,941 3,338 294 18,677 4,110 0

（１）物件費 46,025 14.2% 2,823 10,459 7,365 14,783 1,275 296 8,850 169 5

（２）維持補修費 1,460 0.5% 673 300 53 315 7 17 94 0

（３）減価償却費 27,466 8.5% 12,196 7,271 1,764 2,591 157 259 3,228

小　　計 74,950 23.1% 15,692 18,029 9,182 17,689 1,440 572 12,172 169 5

（１）社会保障給付 79,877 24.7% 807 78,822 248

（２）補助金等 24,405 7.5% 696 1,340 4,583 778 1,496 13,341 2,086 86 0

３ （３）他会計等への支出額 52,466 16.2% 21,122 0 29,729 256 1,359 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

1,281 0.4% 264 82 176 14 459 0 286 0

小　　計 158,029 48.8% 22,082 2,228 113,310 1,296 3,314 13,341 2,372 86 0

（１）支払利息 4,468 1.4% 4,468

（２）回収不能見込計上額 1,282 0.4% 1,282

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 5,750 1.8% 0 0 0 0 0 0 0 0 4,468 1,282 0

323,942 45,625 41,770 144,981 25,926 8,091 14,207 33,222 4,365 4,468 1,282 5

（　構　成　比　率　） 14.3% 12.9% 44.8% 8.0% 2.5% 4.4% 10.3% 1.3% 1.4% 0.4% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 7,697 1,381 787 1,838 2,649 1 0 676 0 0 0 364

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 19,922 10 112 2,473 2,185 77 0 0 0 0 0 15,066

27,619 1,391 899 4,311 4,835 78 0 676 0 0 0 15,430

ｄ／ａ 8.53% 3.0% 2.2% 3.0% 18.6% 1.0% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0%

296,323 44,235 40,871 140,670 21,091 8,013 14,207 32,545 4,365 4,468 1,282 5 △ 15,430（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 546,428 248,193 1,048,125 △ 269,829 △ 480,061

純経常行政コスト △ 296,323 △ 296,323

一般財源

地方税 115,481 115,481

地方交付税 84,636 84,636

その他行政コスト充当財源 22,230 22,230

補助金等受入 74,293 4,539 69,754

臨時損益

災害復旧事業費 △ 246 △ 246

公共資産除売却損益 102 102

投資損失 0 0

天理市土地開発公社解散に伴う求償債権の放棄 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 11,446 △ 11,446

公共資産処分による財源増 0 58 0 △ 58

貸付金・出資金等への財源投入 4,245 △ 4,245

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 51 △ 3,564 3,615

減価償却による財源増 △ 7,963 △ 19,502 27,466

地方債償還等に伴う財源振替 22,291 △ 22,291

資産評価替えによる変動額 19 19

無償受贈資産受入 382,773 5,733

その他 4,631 21 △ 4,192 8,802

期末純資産残高 556,985 244,739 1,058,907 △ 272,294 △ 474,367

市民一人当たりの純資産変動計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日



（単位：円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 ERROR!

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成26年度における一時借入金の借入限度額は3,400,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は2,020千円です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

84,089

45,458

市民一人当たりの資金収支計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

19,845

3,067

79,877

24,451

4,468

43,729

1,705

283,777

115,663

84,636

69,924

7,718

4,360

9,236

21,543

9,257

18,360

350,012

66,235

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

105

8,392

22,925

1,281

284

24,490

539

240

14,375

△ 10,115

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

1,051

17,466

55,927

10

330

0

0

102

416

857

△ 55,069

0

0

11,043

36,387

0

8,368
10,354

18,517

365,244
30,779
9,112

364,194
40,825


